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(57)【要約】
【課題】加熱用熱媒体からの入熱による外胴の温度上昇
を防止し、外胴への低温用材料の適用や内部断熱材施工
を不要とすることで、熱交換装置の製作コストを低減さ
せること。
【解決手段】加熱用熱媒体の流入口を内胴に、加熱用熱
媒体の流出口を外胴と内胴の間に、外胴と同心円状に設
けられた第２外胴に接続し、内胴に流入させられた加熱
用熱媒体が、プレナム部の手前でUターンして内胴の外
部から加熱用熱媒体の流出口に流れるように構成されて
いると共に、外胴と第２外胴間に外胴を冷却するための
第２の冷却用熱媒体が流入するように構成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プレナム部を備えた外胴と、その内部に同心円状に設けられた内胴と、熱交換を行うた
めの複数の伝熱管を備え、前記プレナム部を貫通するようにして前記内胴と同心円状に設
けられた内筒とを備え、前記内胴内側に加熱用熱媒体を流入させると共に、前記伝熱管に
第１の冷却用熱媒体を流入させ、熱交換を行った後前記第１の冷却用熱媒体を前記内筒を
通して前記外胴の外部に流出させる熱交換装置において、
　前記加熱用熱媒体の流入口を前記内胴に、前記加熱用熱媒体の流出口を前記外胴と前記
内胴の間にある、前記外胴と同心円状に設けられた第２外胴に接続し、
　前記内胴に流入させられた加熱用熱媒体が、前記プレナム部の手前でUターンして前記
内胴の外部から前記加熱用熱媒体の流出口に流れるように構成されていると共に、
前記外胴と前記第２外胴間に前記外胴を冷却するための第２の冷却用熱媒体が流入するよ
うに構成されていることを特徴とする熱交換装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の熱交換装置において、前記内胴の内側に断熱材が設けられていること
を特徴とする熱交換装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の熱交換装置において、前記第２の冷却用熱媒体の流路と並行
する側路を備え、該側路に前記第２の冷却用熱媒体の流量を調整するための流量調整弁が
備えられていることを特徴とする熱交換装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の熱交換装置において、前記加熱用熱媒体、前記第１
の冷却用熱媒体、及び前記第２の冷却用熱媒体が気体ヘリウムであることを特徴とする熱
交換装置。
【請求項５】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の熱交換装置において、前記第１の冷却用熱媒体が冷
却水であることを特徴とする熱交換装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の熱交換装置において、前記外胴が圧力容器用調質
Ｍｎ－Ｍｏ鋼で形成されていることを特徴とする熱交換装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、製作コストを低減させた熱交換装置に係り、特に、高温ガス炉の中間熱交換
器や、蒸気発生器として有用な熱交換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明に最も近い従来技術として、非特許文献１として示した高温工学試験研究炉の中
間熱交換器がある。この中間熱交換器は、図４に示されるように、加熱用熱媒体と条件が
異なる2種類の冷却用熱媒体が流入する構造となっており、内胴、外胴、伝熱部、内筒、
連絡管から構成される。以下、本発明との比較のため、本発明で使用する加熱用熱媒体、
第１の冷却用熱媒体及び第２の冷却用熱媒体という用語を使用して説明する。この中間熱
交換器においては、加熱用熱媒体は熱交換器下部の流入口から内胴内に流入し、伝熱管外
側を上昇しながら第1の冷却用熱媒体に熱を供給し、熱交換器から流出する。また、第１
の冷却用熱媒体は連絡管内に流入し、伝熱部を下降しながら受熱し、内筒内をとおり熱交
換器外へ流出する。第２の冷却用熱媒体は胴部を冷却しながら内胴と外胴の間の環状流路
を下降し、熱交換器から流出する。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
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【非特許文献１】國富一彦ほか「高温工学試験研究炉の中間熱交換器伝熱管強度評価」JA
ERI-M92-147(1992)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した従来の熱交換器を加熱用熱媒体の質量流量が大きい条件で用いる場合に、加熱
用熱媒体の伝熱部出口温度が高くなることから、プレナムの外胴に耐熱材料を適用するか
、又は内部断熱材を施工する必要があり、製作コストが増大するという課題があった。
【０００５】
　したがって、本発明の目的は、加熱用熱媒体からの入熱による外胴の温度上昇を防止し
、外胴への低温用材料の適用や内部断熱材施工を不要とすることで、熱交換装置の製作コ
ストを低減させることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するための最も基本的な構造として、本発明では、内胴と外胴の間に第
２外胴を追加し、外胴と第２外胴の間に形成される環状流路に第２の冷却用熱媒体の一部
を流入させることで、加熱用熱媒体からの入熱による外胴の温度上昇を防止し、外胴への
低温用材料の適用や内部断熱材施工を不要とすることで、熱交換装置の製作コストを低減
させている。
【０００７】
　具体的には、本発明の１つの観点にかかる熱交換装置は、プレナム部を備えた外胴と、
その内部に同心円状に設けられた内胴と、熱交換を行うための複数の伝熱管を備え、前記
プレナム部を貫通するようにして前記内胴と同心円状に設けられた内筒とを備え、前記内
胴内側に加熱用熱媒体を流入させると共に、前記伝熱管に第１の冷却用熱媒体を流入させ
、熱交換を行った後前記第１の冷却用熱媒体を前記内筒を通して前記外胴の外部に流出さ
せる熱交換装置であって、前記加熱用熱媒体の流入口を前記内胴に、前記加熱用熱媒体の
流出口を前記外胴と前記内胴の間にある、前記外胴と同心円状に設けられた第２外胴に接
続し、前記内胴に流入させられた加熱用熱媒体が、前記プレナム部の手前でUターンして
前記内胴の外部から前記加熱用熱媒体の流出口に流れるように構成されていると共に、前
記外胴と前記第２外胴間に前記外胴を冷却するための第２の冷却用熱媒体が流入するよう
に構成されている。
【０００８】
　また、本発明の別の観点にかかる熱交換装置においては、上述の熱交換装置において、
前記第２の冷却用熱媒体の流路と並行する側路を備え、該側路に前記第２の冷却用熱媒体
の流量を調整するための流量調整弁が備えられている。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、第２の冷却用熱媒体の一部を外胴と第２外胴の間に流入させ、外胴の
温度上昇を防止しているので、一般的に使用されている圧力容器用調質Ｍｎ－Ｍｏ鋼の適
用が可能となり、熱交換装置の製作コストを低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】加熱用熱媒体と条件が異なる2種類の冷却用熱媒体が流入する、本発明の熱交換
装置の概略構造図。
【図２】図１の線Ａ－Ａ’に沿って切り取った熱交換器の横断面図。
【図３】本発明による外胴の温度上昇の防止効果を説明するためのグラフ。
【図４】高温工学試験研究炉で使用される従来の中間熱交換器の構造図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して本発明の熱交換装置の構造及び動作について説明する。図１に本
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発明で対象とする熱交換装置の縦方向断面を示し、図２に図１の線Ａ－Ａ’に沿って切り
取った横方向断面を示す。本熱交換装置は加熱用熱媒体の保有熱を第1の冷却用熱媒体に
供給することを目的とする。また、第1の冷却用熱媒体と条件の異なる第2の冷却用熱媒体
が流出入する。
【００１２】
　図１及び図２を参照する。図１に示された熱交換装置は、外胴１０、外胴１０を冷却す
る第２の冷却用熱媒体４０ａの上昇流路を構成する第２外胴１６、加熱用熱媒体２０ａの
上昇流路を構成する内胴１１、加熱用熱媒体２０ａと第１の冷却用熱媒体３０ａが熱交換
する伝熱部１３、外胴１０と第２外胴１６の間の流路に流入する第２の冷却用熱媒体４０
ａの質量流量を調整する側路を形成する配管１７及び流量調整弁１８、第１の冷却用熱媒
体３０ａを伝熱部１３に流入させる連絡管１９及び内筒１４から構成される。
【００１３】
　ここで、本発明の一実施例における伝熱部、連絡管、内筒、外胴、第２外胴、内胴、上
鏡１、上鏡２、及び下鏡の材質を表１に示す。
【００１４】
【表１】

【００１５】
　また、伝熱部、外胴、第２外胴、内胴、内筒、上鏡１、上鏡２、及び下鏡の外径、長さ
等の寸法を表２に示す。
【００１６】
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【表２】

【００１７】
　本熱交換装置における加熱用熱媒体２０aは、内胴１１内に流入した後、伝熱部１３を
上昇しながら第１の冷却用熱媒体に熱を供給し、内胴の一端部で矢印で示されるようにＵ
ターンして、内胴と第２外胴１６の間の環状流路を下降し、熱交換器を流出する。このと
き、第２の冷却用熱媒４０ａの一部を第２外胴１６と外胴１０の間の環状流路に流入させ
ることで加熱用熱媒体２０ａからの入熱による外胴１０の温度上昇を防止することで、表
１に示されるように、外胴等へ圧力容器用調質Mn-M0鋼などの低温用材料を適用すること
、又は内部断熱材の施工を不要とすることを可能とする。
【００１８】
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　第２外胴１６と外胴１０の間の環状流路に流入した第２の冷却用熱媒体４０ａの一部は
加熱用熱媒体２０ａと混合され、熱交換装置から流出する。この混合温度の低下を防止し
、かつ、外胴温度上昇を防止するため、配管１７及び流量調整弁１８を設け、第２外胴１
６と外胴の間の環状流路に流入させる第２の冷却用熱媒体４０ａの質量流量を調整する。
伝熱部１３の型式には例えば従来技術で使用されているヘリカルコイル型の適用が考えら
れる。
【００１９】
　次に図３を参照し、本発明の効果について説明する。図３のグラフは、本発明による外
胴の温度上昇の防止効果を説明するため図である。図３において、グラフ（ａ）は第２の
冷却用熱媒体の一部を第２外胴と外胴の間の環状流路に流入させた場合の外胴温度、（ｂ
）は従来の中間熱交換器のように第２外胴を設けない場合の外胴温度、（ｃ）は内胴と内
筒間流路の加熱用熱媒体の温度を示し、破線は圧力容器用調質Ｍｎ－Ｍｏ鋼の使用制限温
度である。
【００２０】
　従来技術を適用する場合、加熱用熱媒体２０ａからの入熱により外胴１０の温度が上昇
し、圧力容器用調質Ｍｎ－Ｍｏ鋼（低温用材料）の使用制限温度を超過するため、耐熱材
料（例えばニッケル基耐熱合金）の適用、又は、内部断熱材の施工が必要となる。本発明
では、第２の冷却用熱媒体４０ａの一部を外胴１０と第２外胴１６の間に流入させ、外胴
１０の温度上昇を防止するため、圧力容器用調質Ｍｎ－Ｍｏ鋼の適用が可能となり、熱交
換装置の製作コストを低減することができる。
【００２１】
　上述の実施例は本発明の原理と実用的な応用例の説明を目的としたものである。本発明
はここでの記載事項に限定されるものではなく、前述で提示した構成に対して数多くの変
更や応用が可能である。例えば、第１の冷却用熱媒体３０ａの流出入位置、熱媒体の流れ
方向、内胴開口部を下向きに設置するなど数多くの応用が可能である。同様に、第２の冷
却用熱媒体４０ａの洗量調整方法については様々な手段が存在する。さらに、伝熱部１３
にはプレートフィン型など様々な型式が存在する。なお、第１の冷却用熱媒体の流れ方向
を垂直上向きにし、加熱用熱媒体の流れ方向を反転させることで本発明の構造を蒸気発生
器に適用することが可能である。
【００２２】
　本発明で取扱う加熱用熱媒体は、極めて高温のため、通常、加熱用熱媒体２０ａ，２０
ｂ、第１の冷却用熱媒体３０ａ，３０ｂ、第２の冷却用熱媒体４０ａ，４０ｂとして、気
体ヘリウムを使用する。しかし、第１の冷却用熱媒体３０ａ，３０ｂを加圧するなどして
、気体ヘリウムの代わりに冷却水を利用することも可能である。
【符号の説明】
【００２３】
１０…外胴
１１…内胴
１３…伝熱部
１４…内筒
１５…プレナム
１６…第２外胴
１７…配管
１８…流量調整弁
１９…連絡管
２０ａ，２０ｂ…加熱用熱媒体
３０ａ，３０ｂ…第１の冷却用熱媒体
４０ａ，４０ｂ…第２の冷却用熱媒体
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